
令和３年度 地域資源活用展開支援事業 「相談窓口」の設置に係る相談件数及び好転事例

農家等から寄せられた相談案件は137件（118者から相談）あり、そのうち約７割が営農型太陽光発電に関する
相談であった。相談内容のうち主なものとして、事業の実現性、資金調達の方法、優良事例の紹介依頼、技術的相
談などがあった。
１．相談件数

２．相談・アドバイスの主な好転事例

電源種
相談内容

合計事業化
可能性等 農地転用等 事例紹介 資金調達 FIT申請等 関係者との

合意形成
専門家
派遣依頼 技術的相談

営農型太陽光発電 41 11 13 16 4 1 4 8 98
小水力発電 0
バイオマス発電 8 1 3 6 １ １ 3 22
バイオガス発電 4 1 1 1 1 1 9
太陽光発電 3 2 1 1 7
合計 56 14 17 24 6 2 5 13 137

静岡県において果樹を栽培する農業者（専業）より、営農型太陽光発電を始めるにあたり、農業委員会から農地の一時
転用許可を受けるために必要な「知見者の意見書」について作成してもらうことは可能かとの相談があった。
そのため、有識者(農業経営コンサルタント)を紹介したところ、後日、相談者から農業委員会から認定を受けることができた旨

の連絡があった。その後、環境省の補助事業に採択され、令和4年6月に営農型太陽光発電設備が完成した｡

※営農型太陽光発電を始めるにあたっては、農地法に基づく農地の一時転用許可が必要である。一時転用許可を受けるには、
農業委員会に対して申請し、設備下での営農計画や、営農型太陽光発電の設置による下部の農地における営農への影響見込
み及びその根拠書類等、知見者（普及指導員や試験研究機関など）の意見書を添付する必要がある。
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